
【記載例１】　住宅資金特別条項を定めない場合
横浜地方裁判所　　　支部　令和　　　年（再　）第　　　　　号
再　生　計　画　案

　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　　再生債務者
　　　　　　　　　　　　　　　再生債務者代理人　　　　　　　　　　　　印
第１　再生債権に対する権利の変更　

　１　対象となる再生債権（注１）　

　　　すべての再生債権である。　

　２　権利の変更（注２）　　　　

　　　再生債務者は，各再生債権者から，それぞれが有する再生債権について，　　

　　　　(1)　再生債権の元本及び再生手続開始決定の日の前日までの利息・損害

　　　　　金の○○．○○○パーセントに相当する額　　

　　　　(2)　再生手続開始決定の日以降の利息・損害金の全額　

　　について免除を受ける。ただし，免除額に１円未満の端数が生じたときは，

　　切り捨てる。（注３）
　３　弁済方法　　

　　(1)　再生債務者は，各再生債権者に対し，２の権利の変更後の再生債権について，下記の方法により分割弁済をする。　

　　　　なお，再生計画により算出される各回の返済額に○○○円未満の端数が生じたときは，切り捨て，最終回の返済額で調整する。

（分割弁済の方法）　

　　□　再生計画認可決定の確定した日の属する月の翌月を第１回支払月とし，毎月○○日限り，各３６分の１（注４）の割合による金員を支払う。【３年３６回】　

　　□　再生計画認可決定の確定した日の属する月の３か月後の月（注５）を第１回支払月とし，以後３か月ごとに，各月○○日限り，各１２分の１の割合による金員を支払う。【３年１２回】　

　　□　再生計画認可決定の確定した日の属する月の翌月を第１回支払月とし，毎月○○日限り，各６０分の１の割合による金員を支払う。【５年６０回】ただし，認可決定確定の日から５年を超えない範囲で弁済する。(注６)　　

　　□　再生計画認可決定の確定した日の属する月の翌月を第１回支払月とし，以後３か月ごとに，各月○○日限り，各２０分の１の割合による金員を支払う。【５年２０回】ただし，認可決定確定の日から５年を超えない範囲で弁済する。(注６)　　

　　□　再生計画による弁済総額が○○○円以下の再生債権者に対しては，再生計画認可決定の確定した日の属する月の翌月の○○日限り，全額を一括して支払う。【少額一括】　

　　(2)　支払方法　

　　　　 債権者の指定する金融機関の口座に振り込む。　　

　　　　 振込手数料は再生債務者の負担とする。
第２　共益債権及び一般優先債権の弁済方法　

　　　共益債権及び一般優先債権は，随時支払う。
以　　上　　

★頭書の「【記載例１】～定めない場合」，文章中の「（注〇）」及び本記載以下の注意書は，再生計画案提出時に削除する。

（注１）　確認的な記載につき，なくてもよい。

（注２）　再生債権に対する権利の変更の記載例
「免除率」ではなく「返済率」から記載する方法は，次のとおり。
「２　権利の変更

　　　　　再生債務者は，各再生債権者に対し，それぞれが有する再生債権について，再生債権の元本及び再生手続開始決定の日の前日までの利息・損害金の合計額の○○．○○○パーセントを弁済し（１円未満の端数は切り上げる），残元本及び再生手続開始決定の日の前日までの利息・損害金の残額並びに再生手続開始決定の日以降の利息・損害金の全額について免除を受ける。
（注３）　確定債権額（基準債権額）に計画案記載の弁済率（１００％EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 9(マイナス),　－　)免除率）を乗じた金額が，最低弁済額を上回る必要がある。免除の端数を切り捨てる旨の記載がない場合には，確定債権額に乗じた金額が，最低弁済額を上回るように弁済率（免除率）を修正する必要がある。
（注４）　割合は，分数表示でもパーセンテージ表示でも可であるが，パーセンテージ表示の場合は，小数点以下の端数について，前記注３と同様に各月の支払パーセンテージ×返済月数が１００未満にならないように修正する必要がある。
（注５）　３年の返済計画案で３か月に１回の支払の場合は、法２２９条２項２号の要請（「最終の弁済期を再生計画認可の決定の確定の日から三年後の日が属する月中の日とすること」）を満たすため、支払の始期は「再生計画認可決定の確定した日の属する月の３か月後の月」とする。

（注６）　５年の返済計画案の場合は，法２２９条２項２号の要請を明確にするため，「ただし，認可決定確定の日から５年を超えない範囲で弁済する。」との文言を記載する。
